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ネットワーク環境に対応した

情報システムの開発ライフサイクルに関する考察

内木　哲也†　　　　神沼　靖子‡

　　†埼玉大学教養学部　　‡前橋工科大学情報工学科

概要

　ＳＤＬＣに代表される情報システムのライフサイクルは、これまでコンピュータシステムを中心とし

て捉えられてきた。そして今日では、コンピュータシステムが普及し、システム自体がネットワーク化

されてきたことで利用範囲が急速に拡大している。このように多様な環境で多様な利用者がシステムに

接することができる環境では、単にコンピュータシステムや個々の情報技術のみを中心に捉えたのでは

情報システムのライフサイクルをうまく表現できないばかりか、情報システムとして捉える対象をも誤

ってしまうこととなる。そこで、本論文ではネットワーク環境に適応した情報技術とそれを利用する利

用者環境との双方を包含した新しいライフサイクルモデルを提案する。
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Abstract

A life cycle of an information system where is represented to SDLC has been thought as the
development life cycle of the computer system. An application area of information systems is still
expanding. Because the open information processing systems are diffusing, and many systems
themselves turned into be networked. As for in such information systems various users will touch to
the systems with various styles. Therefore, the life cycle can not be expressed well with computer
systems or information technologies centered approach. It might recognize as the figure that
mistook the information system in this approach. In this report a new life cycle model that adapted
in networked information system is proposed. The model contains with both information
technologies and the user environment that utilize them.

１．はじめに

　情報システム開発のライフサイクル(SDLC)
は一般にビジネスニーズから始まり、システム

開発プロセスを経て、情報システムが導入、利

用されるようになり、それによって生ずるビジ

ネス環境の変化を受けて新たなビジネスニーズ

が発生して、また開発を行うという一連のプロ

セスを指している[1]。しかし、これまで述べら
れてきたライフサイクルでは、主として情報シ

ステムの核となるコンピュータシステムの開発

段階のみに注目している場合がほとんどであり、

SDLC とウォーターフォール型開発とを表裏一
体と考えている節さえ見受けられる1。

                                                 
11 文献[2,3,4]などでは、主として問題解決の方策とし
て話が始まっており、システムの必要性や位置づけまで

は範囲とされていない。

　つまり、情報システムのライフサイクルはコ

ンピュータシステムの開発サイクルに置き換え

られ、システムの計画から始まり、システム分

析、システム設計、システム開発、システム導

入、システム運用・保守管理と進むと捉えられ

てきたと言える[5]。そして運用・保守管理を続
ける内に現行システムの問題点や不十分な点を

補ったり、新しく発生したニーズを満たす目的

で新しいシステムが構築されてゆくサイクルで

あるとされてきた[6]。このように SDLCをコン
ピュータシステム開発として捉え、情報システ

ムのライフサイクル自体が本来含んでいるビジ

ネス環境の変革やニーズの収集などの考察とそ

れに基づいたシステムデザイン活動が次第に形

骸化されてしまったのである。そのため、情報

システム開発は既に出来上がったコンピュータ

システムの改良を中心とするような発想に陥り
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がちとなり、本来組織経営戦略に沿って開発さ

れるはずの情報システムが、戦略的情報システ

ムやＢＰＲというような概念を提唱しなければ

ならないほど、組織環境と乖離してしまったも

のと考えられる。

　このような乖離は閉鎖型(closed)のビジネス情
報システム以上に、今日利用が拡大しつつある

インターネットを核とした開放型情報システム

ではより深刻な問題となっている。その理由は、

PC の普及とそのネットワーク化の進展という
情報技術の変化が、人間とコンピュータとのつ

き合い方自体をも大きく変化させることとなっ

たからである。これらのシステムは、利用者が

主体的に自分のために稼働する複数のコンピュ

ータを使い分け、管理する形であり、それまで

のコンピュータを主体として利用者がそれに仕

えるような形から大きく変化している。つまり、

専門家でない普通の利用者がコンピュータを自

分たちの情報処理の道具として自由に利用でき

る環境がもたらされたのである。

　このような環境変化は、情報システム開発に

おいて形骸化されていたシステムデザインの必

要性を逆に高めるものとなった。その理由は、

多様な情報処理ニーズを持ち、情報リテラシが

まちまちである利用者でも情報処理システムの

利用が円滑に行えるよう、機能面の改善および

充実をもたらすデザインが必要となるからであ

る[2]。それと共に、技術システムだけでなく、
利用者側でも情報システムを利用するための基

本的な技能やシステムに対する理解、情報シス

テムの利用上の責任と倫理感などを訓練および

育成するための継続的な仕組みも必要となる。

後者は正に人間の側での情報システムに対する

取り組み、すなわち人間システムデザインとい

うことができ、情報システム開発にはこれら両

者のシステムデザインが不可欠となってきたの

である。つまり、ネットワーク環境に対応した

現代およびこれからの情報システムでは、技術

システムとそれを利用する人間とが相互に理解

し合い、円滑につきあっていくための人間シス

テムと機械システムとの双方のデザインを包含

した統括的な情報システムデザインがより一層

重要視されることになるのである。

　以上のような背景から、本論文では今日の

SDLC では明示的でなかったコンピュータシス
テムとその利用者環境との相互作用を組み入れ

た新しい「情報システム」開発ライフサイクル

を提案する。まず、今日の情報システム開発ア

プローチの変遷を辿り、それが SDLCの枠組み
に強く捉えられていることと共に、それらの開

発アプローチがシステムデザインを如何に形骸

化してきたかを明らかにする。次に、実際のネ

ットワーク型の情報システム開発事例を通して、

その成否とシステムデザインとの関係性につい

て言及する。これらの考察に基づいて、人間シ

ステムを明示的に組み入れた情報システム開発

アプローチを促す新たなライフサイクルモデル

を提案すると共に、モデルの妥当性について考

察する。

２．情報システム開発アプローチの変遷[7]
２．１　情報処理システム開発の視点からの変遷

　人間組織へコンピュータシステムを導入する

ための情報処理システム開発は、まずその機械

系のシステムに要求される機能を定義して機械

系のシステム仕様を作成することから始まる。

そして、このシステムの設計図とも言える要求

定義や要求仕様に従って、機械系システムの開

発が進められることとなる。そこで、導入され

る側の人間組織のニーズに合った情報処理シス

テムを開発するためのアプローチとしては、ま

ず機械系システムの設計図である要求定義や要

求仕様を完璧なものとすることが目標とされた。

　設計図が完璧であれば、それに従って系統だ

った開発をすることにより目的とする機械系シ

ステムが得られるという考え方である。中でも

注目を浴びたのがウォータフォールモデルであ

った。このアプローチは今日でも企業の基幹情

報システムの設計や基幹通信システムのように

組織や社会の基盤となるような情報システムの

設計に利用されている[6, 8]。しかし、これは多
くの利用者が多様な使い方をするような今日の

一般的な情報処理システムを設計する上では、

以下のような理由から大変難しい開発アプロー

チであったといえる。

１）人間の情報活動を言葉や記号で完璧に表現す

ることは不可能である

２）利用者には情報処理の要求自体が明確でない

３）利用者が技術的なドキュメントを読むのは困

難である

しかも、この開発アプローチではシステムの開

発フェーズの手戻りは基本的には不可能で、で

きたとしても一つ前のフェーズに限られてしま

うため、開発が進んだ段階で機械系システムの

設計上の不具合が発見されても修正できないと

いう問題も含んでいた。

　以上のような状況から、利用者が早い段階で

完成する情報システムの姿を想像でき、利用者
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と開発者相互の合意形成を容易にするために情

報処理システムのプロトタイプを作成して、そ

れを用いたコミュニケーションを通して要求定

義を確立してゆくプロトタイピングモデルが提

案された。しかし、コミュニケーション手段と

してのプロトタイピングは情報処理システムの

表面的な部分にのみ注意が向けられがちであり
2、利用者にシステムの全体構想があるわけでも

ないため、この手法だけで情報処理システムの

全体像を明確にすることは困難であった。

　この間にも、情報技術は目まぐるしく進展し、

特にパーソナルコンピュータとネットワークの

普及は情報処理システムの利用者や利用範囲を

飛躍的に拡大することとなった。それに伴って、

情報処理システムへの要求や利用者のシステム

に対する認識も多様化することとなった。その

ため、これまでのように利用者の情報処理シス

テムへの要求を仕様書としてまとめ、開発して

いくことは困難となり、利用者自身が必要に応

じてデータを加工したり、組み合わせたり、変

換したりできる EUC(End User Computing)の
考えが登場し、利用者が利用しやすいようにデ

ータを提供できる仕組みや、簡単に利用できる

ツールなどが提供されるようになった。

　近年では、さらに個々のパーソナルコンピュ

ータの処理能力が増大したことと、個々の利用

者の中で情報処理に関するスキルが高い者が増

えてきたことから、情報処理機構を構築できる

ようなシステム構築ツールやパッケージが用意

され、利用者が必要に応じて簡単に情報処理シ

ステムやインターフェースを構築できる

EUD(End User Development)という考え方も
登場してきている。

　以上のように、情報システム開発は、機能的

に中心的役割を果たす機械系の情報処理システ

ムを明確に定義し、それを実現しようとするア

プローチが採られてきた。そして、多様化する

ニーズに応えるために出来上がった情報処理シ

ステムの自由度を向上して、出来合いの機能ば

かりではなく利用者が必要に応じて使い勝手を

変えることができるような柔軟性を持ったシス

テムを実現してきたのである。

　しかし、このようなアプローチで本当に情報

システムに関する問題を解決することができる

のかは甚だ疑問である。実際に、EUCや EUD
の進んだ今日の情報処理システムでさえ、多く

の新しい問題を発生しており、情報システムに

                                                 
2 ユーザインターフェースのデザインには威力を発揮
できる。

関する問題が根本的に解決できたとは考えにく

いのである。その理由は、このような情報処理

システムの開発アプローチは機械的な情報処理

機構のみを開発の主眼に据えており、人間的機

構を明示的に情報システムの構成要素として扱

っていないことにあると考えられる。しかも、

人間の情報行動の範囲は情報処理システムの利

用方法によって限定されているばかりか、人間

は情報システムの中心に位置する機械的機構に

外から接触するという関係に置かれているので

ある。そこで、これまでの開発アプローチの変

遷を機械系の開発という視点だけでなく、人間

系を含めた本来の情報システムのデザインとい

う視点から概観してみる。

２．２　システムデザインの視点からの変遷

　情報システムの開発は、基本的に人間をシス

テムの主要な要素として含まない人工的なシス

テムとして考えられ、進められてきたといえる。

それは情報処理システムが数値演算や定型的な

データ処理を対象としていたことから考えれば

至極当然のことといえる。それまでに多くの利

用者はこのような処理に多大な時間を費やして

おり、それを処理するための専従者もいたくら

いである。

　これらはいわば機械的およびルーチン的な処

理であったため、機械的機構として定義し、処

理することは当時の技術的な処理能力の問題さ

え解決できれば、それほど困難なことではなか

ったと考えられる。このように、情報システム

の対象から人間系を外し、機械系のみを対象と

して扱うことができたわけである。そのため、

まず問題を明確に定義し、明確な評価基準の下

で目標を定め、それを達成しようとする、いわ

ゆるハードシステムズアプローチによって情報

処理システムが開発されてきたのである。すな

わち、このようなアプローチが可能であった背

景には、問題の明確な定義や、代替案の設計お

よび評価が行えるほどに対象となる問題の構造

が十分にわかっていたからなのである。総括す

れば、当初の情報システムでは人間が行ってい

た処理を機械系が代替するというシステムデザ

インが取られていたのである。

　情報処理システムの処理能力の向上と適応領

域の拡大に伴って、利用者の数ばかりでなく利

用範囲や内容が拡大し、利用者の多様性も増す

こととなり、情報処理システムへの要求は次第

に多様化、複雑化してくることとなった。つま

り、これまでのように情報システムをその利用

者の意向を無視して開発できないようになった
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ため、プロトタイピングによって利用者のニー

ズを情報処理システム開発に取り込もうと試み

るようになった。

　しかし、情報システムの開発はその機械的機

構である情報処理システムの開発と考えられて

いたため、プロトタイピング手法はあくまでも

構築される情報処理システムの利用者の窓口開

発に適用される程度であり、情報システムデザ

イン全体にフィードバックされることはなかっ

た。そのため、先に述べたように機械系のシス

テムの表面的な部分の要求を固めること程度し

かできなかったのである。

　このような情報システム開発の限界を克服し

ようとして、SSADM[8]や社会技術的な開発ア
プローチなどのいくつかのアプローチがなされ

てきた[5]。それらは、人間系を扱おうと試みて
いるものの、あくまで機械的機構を中心に据え

ていたり、人間系を含む全体的なシステムデザ

インへのフィードバックがないことなどに限界

があった。

　このように、メインフレームを中心とした情

報処理システムが行われていた一方で、パーソ

ナルコンピュータの普及は、一般の利用者に対

する情報処理能力の向上をもたらすこととなっ

た。そして、情報活動の主体性が機械系から人

間に戻されて、ようやくコンピュータを道具と

して使える環境となったのである。しかし、情

報システムに対する考え方は従来通りに機械系

が主体であり、またどのデザイン手法にも限界

があったため、人間の情報行動は全般的に制約

を課せられたままであった。

　そのため、情報システムの失敗事例が次々と

報告されるようになり3、遂にはエンドユーザコ

ンピューティング(EUC)の名の下で、エンドユ
ーザ自身が独自に機械的機構の利用方法を規定

できるような要求が高まってきたのである。

EUC は前節で述べたように表向きには利用者
にシステム利用の柔軟性を与え、その可能性を

拡大したように解釈されている。しかし、その

一方で情報システム開発者は、全体のデザイン

ではなく、基幹システムの開発管理とツール開

発のようなミクロな技術開発に専念するように

なってしまったのである。つまり、システム開

発者がエンドユーザのニーズを具現化できない

ため、全体システムをマクロに捉えてデザイン

することを放棄してしまったといいかえること

もできるのである。

                                                 
3 問題として認識されても、具体的には公にされない
場合がほとんどである。

３．ネットワーク型情報システムの開発事例と

分析

　情報ネットワークの利用および運用上での問

題は単に技術的なものではなく、利用上必要と

される技能やその習得機会、利用者責任など多

くの側面を含んでいる。これらの情報ネットワ

ークをめぐる問題を Burrell & Morganの研究
パラダイム分類法[9]を用いると図１に示した
ような４つの視点に分類することができる。

　以下では、具体的なネットワーク型の情報シ

ステム事例を上述したような利用および運用上

で発生する多くの問題点とシステム開発時の取

り組みとの関連に焦点を当てて分析する。

３．１　社内情報ネットワーク（１）

　Ａ社では社員相互の情報流通の円滑化と広報

情報の獲得を目的として電子掲示板を導入した。

これはPCと公衆回線による簡易なBBSであった

が、通信端末の設置だけでなくシステムの啓蒙

や研修活動を実施したり、初心者への励ましや

社長とのホットラインの実現などによって利用

文化の育成と共に利用者の意識を向上させた。

この活動によって、利用者が定着しただけでな

く、利用者が自発的に業務上の情報交換やノウ

ハウ蓄積システムとして活用するようになった。

この事例は図１の全視点に対する取り組みを実

施した事例と考えられる。

３．２　社内情報ネットワーク（２）

　Ｂ社では、業務上必要とされる情報をネット

ワークシステム以外からは入手できないように

して、アクセスの必然性を高めた。一方Ｃ社で

も、会議室や保養所の予約をネットワークシス

テムからしか行えないようにして普及を図った。

しかし、Ｃ社では設備の利用者本人ではなくシ

図１　ネットワーク型情報システムをめぐる問題
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ステムをできる人への依頼が相次ぎ各社員への

普及には時間がかかってしまった。この事例は、

図１の視点Ⅲを中心に据えた対する取り組みで

あるが、Ｂ社が日々の業務遂行上どうしても

個々人が利用しなければならなかったのに対し

て、Ｃ社では代理人による利用でも処理可能で

あったことから、利用文化の育成や意識の向上

に時間がかかったものと考えられる。

３．３　社内情報ネットワーク（３）

　Ｄ社では社員相互の情報流通を目的として試

験的にPCによるスタンドアロンなBBSとインタ

ーネット経由の全社的な BBS を並行して導入し

た。しかし、当初の期待を裏切って、全社的な

BBS は社内のフォーマルな情報流通のみに利用

され、ローカルな BBS はその導入部局内で業務

通信からインフォーマルな情報流通に至るまで

活発に利用されるようになった。その理由は、

当時のネットワーク環境が要求する利用スキル

が利用者のスキルと整合していなかったことと

同時に、業務が縦割り企業組織内で社員の意識

形成が十分でないところで全社的なネットワー

クを形成するものだったからである。また、ロ

ーカルなシステムでは利用者集団が近在するた

め、利用方法や問題発生時の対処が円滑に行え、

かつ彼らが利用普及の活動をしたことが利用者

の定着と利用の活発化を促したのである。

　この事例は、図１の視点Ⅱと視点Ⅰをそれぞ

れ中心とした取り組みであると考えられ、３．

２の事例のように業務遂行上の束縛条件がない

インフォーマルなコミュニケーションシステム

では技術的な問題よりも利用文化の育成が情報

ネットワークの定着に重要であることを示唆す

る事例でもある。

３．４　ポケベル文化

　ページャ（ポケベル）が日本の高校生の間で

通信機器として多用されていた時期があった。

そもそもページャはビジネスシーンでの利用を

目的として開発されたもので、忙しい担当者を

呼び出すのが目的であり、高校生の相互通信機

として利用されるようになるとはシステム開発

者も予想しだにしなかったことである。

　しかし、このページャは日本の高校生に対し

てお小遣いの範囲で時間と距離を超えて仲間内

でコミュニケーションしたいというニーズを満

たす当時としての妥当な解を提供することがで

きたのである。しかも、彼らの情報空間では限

られた数字によるメッセージ表現という利用文

化を築き上げたのである。

　この事例は、図１の視点Ⅰと視点Ⅳを中心と

して成立してきたと考えられ、限られた条件の

中で技術を活用した事例である。しかし、これ

は当時の環境条件下でのみ成立し得るネットワ

ークであったことは、PHS および携帯電話の普

及によって利用文化そのものが急激に失われて

しまったことからも明白である。

３．５．情報システム開発に不可欠な人間システ

ムデザイン

　以上の事例に共通していることは、利用者達

が新しい情報ネットワークを受け入れ、それに

馴染むと共に、普及、発展させてきたことであ

る。それと共に重要なことは、技術的および機

能的にいくら優れていても、利用文化に適合あ

るいは利用文化が形成されなければその情報ネ

ットワークは受け入れられないということであ

る。特に、利用者が自発的に利用するインフォ

ーマルなコミュニケーションネットワークでは

それが顕著である。つまり、情報ネットワーク

の導入には視点Ⅰおよび視点Ⅳに分類されるよ

うな人間システムを考慮することが重要であり、

そのシステムを作り上げることができなければ

結局利用者に有用性を感じてもらえず、システ

ムが利用されなくなることを意味しているので

ある。

　その一方で、利用者が有用性を認識すれば新

しいシステムの構築や導入に発展することもあ

り得る。それは ARPAnet 上の一つのユーティ
リティであった電子メールシステムの利便性に

慣れた利用者集団によって、多くのネットワー

クが構築され、そしてそのネットワーク間の垣

根を取り払われ、遂にはインターネットが誕生

したという経緯に見ることができる。

　電子メールのように自発的に利用されるかど

うかは、単に個人的な利便性だけでなく、相手

がそのシステムを利用できる環境にあり、積極

的に利用していなければならない。それは、ち

ょうどその利用者組織の文化のようなものと考

えられる。つまり、このようなネットワークシ

ステムの成否は、利用者組織で受け入れられる

か、あるいはそのシステムの利用文化が形成で

きるか否かが鍵となっているのである。

４．波動型ライフサイクルモデルの提案

　システムの開発はその利用環境に大きな変化

をもたらす。それは水面に石を投げ込むのと同

様で水面に波紋を広げることとなる。その波紋

を静めるためには、それを吸収したり、収束さ

せる効果やある程度の時間が必要となる。その

過程は、システムの効果や問題点を明らかにす

るだけでなく、利用範囲や利用ニーズを再認識
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させることとなる。そのため、次のシステム開

発の要求やそのシステムに向けた要望が生じて

くる。その環境変化に応えるべく、次期システ

ムが開発される。それがまた利用環境に新たな

波紋を投げかけることとなり、というようにこ

のサイクルが繰り返されて行くものと考えるこ

とができる。

　それはちょうど、電磁波が伝播されてゆく過

程と同様と捉えることができる。電磁波は電子

の流れの変化によって生ずる磁界の変化が電界

を変化させ、それがまた磁界を生じさせて、次

の電界を発生させる。このような変化は瞬時に

発生して光速度で伝播するため、電磁波が生ず

る過程を観測することは困難であるが、これは

図２のようなモデルとして示すことができる。

ここで注目すべきことは磁界や電界には方向性

があるため、場に生ずる力の方向が一つおきに

異なっていることである。その理由は、ある力

が場に作用したことによる反作用となっている

からである。

　情報システムの開発も正に電磁場の変化と同

じであり、それが導入される組織や社会に大き

なインパクトを与えるわけであり、その反作用

が生じないはずはない。これを明確にするため

に、情報システム開発に関わるプロセスを人間

組織自体に関するものと人間組織環境に関する

ものとに分けて考えてみる。まず、システム開

発はその人間組織が計画立案して

推進することであり、人間組織自

体に関するプロセスといえる。開

発されたシステムが導入されるこ

とによってその人間組織の情報シ

ステム環境は多かれ少なかれ影響

を被ることとなり、大きな変化を

余儀なくされる。つまり、人間組

織環境が変化するプロセスなので

ある。

　組織環境の変化に追従するには、

人間組織自体にも変革が必要とさ

れるのは当然のことであるため、

環境に対応するための人間組織自体

の行為が必要となる。例えば、新シ

ステム普及のための教育、訓練、お

よび啓蒙活動、情報に対する権限や

責任などを含めた組織構造の認識と

調整などを行わなければならないの

である。このような人間組織側での

対応行為は、情報システム環境の構

築プロセスともいうことができる。

これは情報システム開発プロセスの

ように新しい情報システム環境を構築するプロ

セスとは逆に、構築された情報システム環境に

整合するように人間のシステムを適応させるプ

ロセスである。しかも、そのプロセスは実際に

システムを利用する現場からボトムアップに行

われ、組織全体が新しい力を発揮できるように

なるのは最終的な段階に至ってからのこととな

る。従って、トップダウンになされるシステム

開発とは逆の方向性を持ったプロセスとして表

現できよう。

　このような人間活動によって開発されたシス

テムが受け入れられて行くことになるが、それ

はシステムに対する厳しい評価や利用者の認識、

変化に伴って新しいシステムへの要望を生じさ

せることとなる。それは、システムの更新や機

能の取り込み、新しい情報システム開発へとい

う組織環境の変化プロセスということができる。

それには新しいシステムが導入されるのとは反

対に組織のトップや意思決定者への働きかけや

啓蒙が必要である。そして、次のシステムへの

利用者側からの影響ということになるため、こ

の環境からの効果はシステム導入による組織へ

の効果とは逆の方向性を持ったプロセスとして

表現されるべきであろう。

　このように、電磁波の伝播モデルを模倣して、

図３のように情報システムの成長過程を踏まえ

たライフサイクルを表現できるのである。

磁界Ⅰ 磁界Ⅱ 磁界Ⅲ

電界Ⅰ 電界Ⅱ

電
磁
波
が
伝
播
さ
れ
る
方
向

図２　電磁波の伝播モデル

コンピュータ

システム開発

サイクルⅠ

システム利

用環境調整

サイクル

コンピュータ

システム開発

サイクルⅡ

システムの

波及効果

システム

設計への

波及

人間組織の

行為過程

人間組織環

境の状態

図３　波動型ライフサイクルモデル
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５．ライフサイクルモデルとシステム成長過程

との整合性

　波動型ライフサイクルモデルは、情報システ

ム開発ライフサイクルをコンピュータシステム

開発、システム導入による環境変化、システム

利用環境調整、新システム設計の要求というよ

うに４つの大きなサイクルの組み合わせによっ

て成り立っている。

　それぞれのサイクルは電磁波が伝播するのと

同様に開発されたコンピュータシステムを取り

巻く環境変化として捉えることができる。各サ

イクルを Burrel & Morgan のパラダイム分類
軸にあてはめてみると、図４のように分類する

ことができる。縦軸には根元的変革として環境

開発を、秩序維持として環境調整をとることが

できる。横軸には主観的な状況として情報技術

自体がまだ技能的存在として利用する状況を、

客観的な状況として目的達成の手段として情報

技術が利用される状況を当てはめることができ

る。ここで、技能的利用とは、まだ情報技術自

体が利用者や利用環境としてこなれておらず、

利用するために訓練や啓蒙活動が必要な状況を

指している。これと反対に、手段的な利用とは

情報技術を目的合わせて手段として考えたり、

利用できるほどに普及しているような状況を指

している。

　このように分類するとシステムライフサイク

ルは、図４上を右回りに回るサイクルとして表

せる。まず開発された後、技能的利用状況とな

り、それが浸透する過程で環境調整活動が必要

となる。そして環境調整が整ってくると情報技

術を手段的に利用して行こういう意識が高まり、

新しい情報システム開発への機運が高まること

となろう。そしてこれは、このライフサイクル

が一回りする間にその情報システム自身が一段

成長することを意味しているのである。これを

立体的に表現すれば図５のように示すことがで

き、システム開発が繰り返されることによって、

情報技術と人間とからなる情報システムは精錬

され、機能性が向上してゆく、すなわち成長し

てゆくと考えることができるのである。

　この成長モデルは、これまでのスパイラルモ

デルや Norlan の情報システム発展段階モデル
[10]などのシステム成長モデルの問題点を克服
できると考えられる。これまでのシステム成長

モデルでは、現行システムの延長上として新た

に開発されるシステムを捉えていることが多い。

そのため、現行システムの不具合の修正や新し

い機能を追加することで、システムを更新して

利用者層や利用範囲の拡大を考えがちである。

それは、先に述べたようにシステムデザインが

形骸化していることとも関係しており、システ

ムの成長と考えられていた過程は、逆にそのシ

ステムを利用する組織環境からの乖離を広げる

過程となっていた可能性が高いのである。

　同様に、Norlan　の情報システム発展段階モ
デルも当初の４段階説から６段階説へと変更を

余儀なくされている。彼の６段階説におけるギ

ャップは、大型汎用機から PC を中心としたネ
ットワークへとシステムが変革したことを表現

しているわけであるが、これこそ我々が指摘し

ているシステムの位置づけの変化と捉えること

ができる。技術的見知から見て彼の指摘は妥当

であり、この技術転換によって DP時代から IT
時代へと移行したとされている。しかし、環境

変化は単に技術の転換によってもたらされたの

ではなく、技術面と利用者の相互の問題と考え

るべきなのである。その理由は、よく言われる

ように単にクライアントサーバ型システムを導

環境開発

環境調整

技
能
的
利
用

手
段
的
利
用

システム

成長過程

機能性

図５　システム成長と機能性

環境開発

環境調整

技
能
的
利
用

手
段
的
利
用

システム

成長過程

図４　システム成長過程として捉えたライフサイクル
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入したとしても組織構成員の意識改革無しには、

業務権限委譲も、自立分散的な業務遂行も、さ

らには正確なデータ収集さえも困難なのである。

しかも、最も重要なことは情報システム自体の

利用環境が大きく変わり、システムの利用者や

利用範囲、適用領域、ニーズなどが多様化した

ことに応えるべく、システムも変化せざるを得

なかなったということである。このように、情

報システムは情報技術によって一方的に構築さ

れるのではなく、利用者の意識や環境との相互

作用によって構築されるのである。それと同時

に、新しいコンピュータシステムを十分に活用

できるまでに利用環境自体が成熟していたから

こそ、そのシステム機能を生かした情報システ

ム環境を構築することができたといえるわけで

ある。

　このように、情報システムは単に情報技術主

導で実現されるものではなく、技術とそれを利

用する人間組織環境との相互作用の結果である

ことを認識しなければならないが、我々が提案

した情報システム開発サイクルを用いることに

よって、このような技術と人間との相互作用を

明示的に表現することが可能となるのである。

６．おわりに

　人間の組織的活動は個人相互間の情報交換に

よって成り立っているため、その活動は情報シ

ステムによって支えられていると言い換えるこ

とができる。しかもそれらの活動は、さまざま

な状況下で行われ、背景にある環境に変化があ

ると受け手の解釈が変わるため、人間活動とそ

の環境が複雑に絡み合って情報システムに反映

されることになる。

　そのため、人間活動に大きな変革をもたらす

情報技術の進展とその普及は、情報システムデ

ザインをますます必要不可欠なものとして浮き

彫りにさせることとなる。まず、多様な情報処

理ニーズを持ち、情報リテラシがまちまちであ

る利用者によって情報処理システムの利用が円

滑に行えるよう、機能面の改善および充実をも

たらすデザインが必要となる。その一方で、利

用者の側では情報システムを利用するための基

本的な技能やシステムに対する理解、情報シス

テムの利用上の責任と倫理感などを持ち合わせ

る必要が生ずることとなる。後者は正に人間の

側での情報システムに対する取り組み、すなわ

ち人間系の情報システムのデザインということ

ができよう。

　以上のような背景に基づいて、本報告ではネ

ットワーク型情報システムを考える上でこれま

で以上に重要になる利用環境との整合やその開

発までをも含めた新しい情報システム開発ライ

フサイクルを提案した。本モデルの枠組みは、

技術システムの利用者組織への浸透過程や変革、

それによる新たな要望というようなこれまでの

SDLC ではほとんど重視されてこなかったプロ
セスを明示的に示すことができる。そのため、

情報システム開発のライフサイクルを、人間を

含めたトータルなシステムとして考えることが

できるのである。

　このような構造を実現するには、これまでの

情報処理システム開発アプローチが採ってきた

ソフトウェア工学的手法とソフトウェア工学を

超えた手法が必要であることは、以上で述べて

きたことより明らかである。それはすなわち、

システムの内部から人的機構が発する動的情報

とシステムの物理的環境から拘束される情報活

動とのバランスをデザインすることであり、そ

のデザインが情報システムの姿を決定する鍵と

なるのである。今後の課題としては、本報告で

提案した情報システムライフサイクルモデルに

基づいたシステム開発アプローチについて、さ

らに研究を進めて詰めていかなければならない。
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